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日本社会における「保護の文化」論 

――国連障害者権利条約（CRPD）の理念的相克と、「生産性」という物差しによる

序列化との接合―― 

特定非営利活動法人 奈良県自閉症協会 

 河村 舟二 

要旨 

日本社会は歴史的に「露骨な差別」を忌避する文化を有しながら、同時に障害者をはじめ

とする社会的弱者を「保護すべき存在」として扱う文化を強固に維持してきた。この「保護

の文化」は、一見すると温情的で望ましい態度に見えるが、国連障害者権利委員会（CRPD）

が要請する自己決定・権利主体性の理念とは根本的に相克する。本稿は、この「保護の文化」

を成年後見制度・民法・行政運用・家族中心主義・社会心理という五つの構造的要因から説

明した上で、津久井やまゆり園事件 10 年を機に日本障害者協議会代表・藤井克徳氏が朝日

新聞紙上で提起した「“生産性”という物差しが生む序列化」および「内なる優生思想」とい

う論点を接合し、構造分析と心理的深層分析を統合した複合的な排除モデルを提示する。両

者は対立するものではなく、後者が前者の心理的基盤を、前者が後者の制度的帰結を、それ

ぞれ説明する関係にあることを論証し、最後にインクルーシブ教育・意思決定支援制度に向

けた含意を示す。 

1. はじめに――問題の所在 

日本は国連障害者権利条約（Convention on the Rights of Persons with Disabilities、以下 CRPD）

を 2014 年に批准し、以後、障害者権利委員会から繰り返し勧告を受けながらも、成年後見

制度をはじめとする代行決定の枠組みは実質的な変更を経ないまま今日に至っている。なぜ

日本社会は、CRPD が要請する「支援付き意思決定（supported decision-making）」への転換
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をこれほどまでに拒み続けるのか。この問いに対し、単に「日本人は差別を好む民族である」

という説明を与えることはできない。むしろ日本社会は、他の多くの社会と比較しても「露

骨な差別」を強く忌避する文化的傾向を持つとさえ言える。 

本稿が提起するのは、この逆説を解く鍵が「保護」という一見ポジティブな価値の中にこ

そあるという仮説である。すなわち、日本社会において障害者への処遇を規定してきたのは

「差別」ではなく「保護」という理念であり、この保護という理念こそが、結果として障害

者から法的能力と自己決定権を奪う機制として機能してきたのではないか、という仮説であ

る。本稿ではこれを「保護の文化」論として整理し直した上で、2026 年 7 月 27 日付朝日新

聞に掲載された藤井克徳氏（日本障害者協議会代表）へのインタビュー記事「“生産性”とい

う物差しが生む序列化」（津久井やまゆり園事件 10 年企画「内なる優生思想」を前に①）

の議論を接合することで、論の強化を図る。 

2. 日本社会における「保護の文化」 

2.1 「保護＝善」という価値観 

日本社会における障害者観の基層には、「障害者は守るべき存在である」という価値観が

広く共有されている。この価値観のもとでは、本人の意思よりも周囲の「善意」が優先され、

家族や専門職が本人に代わって決定を下すことが、悪意の有無にかかわらず「当然のこと」

として社会的に受容される。この文化は一見すると温かく、望ましい態度のようにも映る。

しかし、CRPD が最も問題視するのはまさにこの点である。すなわち、「保護」という名目

のもとで、本人の法的能力そのものが実質的に剥奪され、権利主体としての地位から排除さ

れるという逆説である。 

2.2 CRPDの理念との根本的相克 

CRPD第 12条は、障害者が他の者と等しく法律の前に人として認められる権利を明記し、

締約国に対し、代行決定（ substituted decision-making）の制度から支援付き意思決定
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（supported decision-making）の制度への転換を求めている。ここで求められているのは、本

人の意思決定能力を欠如の観点から測定し代行によって補うことではなく、本人が自らの意

思を形成・表明できるよう周囲が支援を尽くすことである。ところが日本の成年後見制度は、

判断能力の程度に応じて後見人が本人に代わって法律行為を行うことを制度の核に据えてお

り、CRPD の理念とは構造的に逆方向を向いている。この矛盾が長年にわたり解消されない

理由は、単一の要因に還元できるものではなく、歴史的文化・法制度・行政運用・社会心理

が複雑に絡み合った結果であると考えられる。次節では、この構造を五つの要因に分解して

検討する。 

3. 「保護の文化」を支える五つの構造的要因 

3.1 「保護」を善とする文化的価値観の強さ 

日本社会は古来より差別を忌避する一方で、弱者を「保護する」ことを善とする価値観が

非常に強い。この価値観のもとでは、本人の意思よりも安全が優先され、家族が本人に代わ

って決めることが「自然」とされ、専門職が判断することが「正しい」とされる。差別を嫌

う文化と、保護を優先する文化とが同居し、後者が制度運用の実態を支配している。CRPD

が「保護よりも自己決定を優先せよ」と説くのに対し、日本の文化的傾向はその逆を向いて

いると言わざるを得ない。 

3.2 「意思能力＝法的能力」という前近代的法構造 

日本の民法は明治期に制定されたものであり、「判断能力が低い者は法的行為を行うこと

ができない」という前提が今なお強固に残存している。この構造は、契約は自己責任におい

て行うものであり、判断できない者は危険であるから排除すべきであり、後見人が本人に代

わって判断する方が合理的である、という前近代的な発想に支えられている。CRPD はこう

した構造を明確に「差別」と断じるが、日本の民法はこの前提を根本から見直すには至って

おらず、制度の土台そのものが CRPDの理念と真逆の方向を向いたままである。 
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3.3 意思決定支援を欠いた行政の消極性 

CRPD が求めるのは「代行決定」ではなく「意思決定支援」であるが、日本ではこれがほ

とんど制度化されていない。その理由は明確である。支援には手間がかかり、時間がかかり、

専門性を要し、自治体の予算を圧迫する。そのため行政は「後見制度の利用促進」という、

相対的に費用のかからない方向へと流れやすい。結果として意思決定支援の担い手やノウハ

ウが育たないまま、後見制度の利用のみが拡大するという逆行的な状況が生じている。 

3.4 家族中心主義による本人の意思の制度的「消滅」 

日本社会は家族中心主義が強く、家族の判断が本人の意思として扱われる傾向が強い。と

りわけ最重度の知的障害を有する者の場合、本人の意思表出そのものが困難であることが多

く、家族が「本人のため」と判断し、専門職もその家族の判断を尊重し、行政もまた家族の

判断を前提として制度を運用する。こうした連鎖の結果、本人の意思は制度上「消滅」し、

家族の意思がそのまま本人の意思として扱われることになる。これは CRPD が最も強く批判

する構造の一つであるが、日本社会においては「家族の善意」として正当化されやすい。 

3.5 障害者の自己決定を信じない社会心理 

日本社会には、「重度障害者は自己決定できない」「させるべきではない」という無意識

の前提が根強く存在する。「かわいそうだから代わりに決めてあげる」「本人の意思は分か

らないから仕方ない」「専門家が決めた方が安全である」といった語りは、いずれも差別の

意図を伴わずに発せられるが、結果として法的能力の剥奪を正当化する心理的装置として機

能している。すなわち、差別を嫌う文化と、障害者の能力を信じない文化とが同時に存在し

ているという矛盾こそが、この問題の根本にあると考えられる。 

以上の五要因は独立に存在するのではなく、相互に補強し合いながら「保護の文化」とい

う一つの複合的構造を形成している。次章では、この構造の心理的基盤をより深く掘り下げ

るため、藤井克徳氏の論点を接合する。 
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4. 藤井克徳氏の指摘との接合――「生産性」という物差しによる序列化 

4.1 やまゆり園事件 10年と「内なる優生思想」 

2016 年に発生した津久井やまゆり園事件から 10 年を迎えるにあたり、朝日新聞は日本障

害者協議会代表・藤井克徳氏へのインタビューを「内なる優生思想を前に」と題する連載と

して掲載した（朝日新聞 2026年 7月 27日朝刊 21面）。植松聖死刑囚は「意思疎通できない

障害者」を標的として事件を起こしたが、藤井氏は、事件から 10 年を経た今もなお、「意

思疎通できない」とされる人々が社会の片隅に押し込められたままである現状に対し、「仕

方ない」で済ませてよいのかという根源的な問いを投げかけている。 

藤井氏の議論で特に重要なのは、差別を明確な悪意の産物としてのみ捉えるのではなく、

差別はいけないと考えている人自身の内側にも、無意識のうちに「自分とは違う」と感じて

しまう感覚が潜んでいると指摘した点である。氏はこれを、誰の胸の中にも存在しうる「小

さな植松」という比喩で表現し、差別を特定の加害者の異常性に帰責するのではなく、社会

全体が共有する意識のあり方として捉え直す必要性を説いている。 

4.2 善意の中に潜む排除の契機 

藤井氏はさらに、「意思疎通できない」とされる人々への態度として、単なる無関心や敵

意だけでなく、「優しくしてあげたい」という善意に基づく態度そのものの中にも、対象を

「自分とは違う」ものとして特別視する眼差しが含まれうることを指摘している。この指摘

は、本稿第 2 章・第 3 章で論じてきた「保護の文化」論の核心と極めて近い位置にある。す

なわち、「保護の文化」論が構造・制度のレベルで明らかにした「善意による排除」という

逆説を、藤井氏の議論は個人の意識・心理のレベルで裏づけていると言える。 

記事の見出しにある「“生産性”という物差しが生む序列化」という表現は、人を意思疎通

の可否や能力の高低という単一の物差しで測り、その結果として序列化・客体化してしまう

社会構造への批判である。この「物差し」による序列化は、「保護の文化」論が指摘する

「保護すべき存在」というカテゴリー化と、決して無関係ではない。むしろ両者は、同一の
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排除機制を異なる位相から照射したものと解釈できる。 

4.3 「保護」と「序列化」の結節点――二層構造モデルの提示 

以上を踏まえ、本稿は「保護の文化」論と藤井氏の「内なる優生思想」論とを接合する理

論的枠組みとして、次のような二層構造モデルを提示する。 

・第一層（心理・評価の層）：意思疎通力・判断能力といった「生産性」的な物差しによ

り、人が無意識のうちに評価・序列化される。藤井氏が指摘する「小さな植松」は、こ

の層において誰の内面にも生じうる。 

・第二層（制度・構造の層）：第一層における評価の結果、「低い」と判定された者が

「保護すべき存在」というカテゴリーへと配置され、成年後見制度・家族中心主義・行

政の消極性といった制度装置によって、そのカテゴリー化が固定化・再生産される。 

この二層構造モデルの含意は、「保護の文化」を、制度改革のみによって解消することの困

難さを示す点にある。第二層（制度）を改めても、第一層（序列化する眼差し）が温存され

たままであれば、「保護」に代わる別の排除の回路が形成されかねない。逆に、第一層への

意識的な問い直しなしに「保護」という言葉だけを否定しても、制度運用の実態は変わらな

い可能性が高い。両層を同時に問い直すことこそが、CRPD の理念を日本社会に根付かせる

ための必要条件であると考えられる。 

5. 考察――複合的排除モデルの含意 

本稿で提示した複合的排除モデルは、「保護の文化」論単独では十分に説明しきれなかっ

た論点、すなわち「なぜ差別を嫌う社会において、なお排除が再生産されるのか」という問

いに対し、より説得力のある回答を与える。差別を嫌う文化的傾向（表層）と、能力・意思

疎通力による序列化を無意識に行ってしまう心理的傾向（深層）とは、決して矛盾するもの

ではなく、後者が前者に「保護」という形式を与えることによって両立している。この関係

性を可視化することなしに、「保護の文化」を単なる制度の不備として語ることは、問題の

半面しか捉えていないことになる。 
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この考察が示唆するのは、意思決定支援制度の法制化や成年後見制度の見直しといった制度

的アプローチと、藤井氏が提起するような「内なる優生思想」への継続的な問い直しという

意識変革的アプローチとを、車の両輪として同時に進める必要性である。いずれか一方のみ

では、「保護の文化」が形を変えて存続する可能性が高い。 

6. 結論と提言 

本稿は、日本社会における「保護の文化」を、成年後見制度・前近代的民法構造・行政の

消極性・家族中心主義・障害者の自己決定を信じない社会心理という五つの構造的要因から

説明した上で、藤井克徳氏が提起する「生産性という物差しによる序列化」および「内なる

優生思想」の議論を接合し、構造分析と心理分析とを統合した二層構造モデルを提示した。   

両論は対立するものではなく、後者が前者の心理的基盤を、前者が後者の制度的帰結を、そ

れぞれ説明する相補的な関係にある。CRPD が求めているのは、障害者を「保護されるべき

客体」としてではなく「権利主体」として扱うことである。日本社会がこの理念を実質的に

受け入れるためには、以下の取り組みが不可欠であると考えられる。 

・意思決定支援を制度として法制化し、代行決定を限定的な最終手段として位置づけ直す

こと。 

・教育の場において、意思の表明が困難な児童生徒についても、最善の利益を明示的に判

定する仕組みと、本人のための独立した関与者を確保する仕組みを整備すること。 

・「生産性」「意思疎通力」という物差しそのものを可視化し、相対化するための市民教

育・啓発を継続的に行うこと。 

・家族・専門職による代行決定が「善意」の名のもとに無批判に正当化されない仕組み

（第三者の関与、定期的な見直し等）を制度に組み込むこと。 

「本人の意思が制度上消滅する」という現象は、単一の悪意や単一の制度不備の結果ではな

く、保護を善とする文化、序列化する無意識の眼差し、そしてそれらを温存する制度が複合

的に絡み合った帰結である。この複合的構造そのものを可視化し続けることこそが、CRPD
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の理念を日本社会に根づかせるための第一歩であると結論づけたい。 

参考文献 

藤井克徳（インタビュー）「“生産性”という物差しが生む序列化――「内なる優生思想」を

前に①」朝日新聞 2026年 7月 27日朝刊 21面（東京本社）。 

国連障害者権利条約（Convention on the Rights of Persons with Disabilities）第 12条。 

特定非営利活動法人奈良県自閉症協会「インクルーシブ教育システムの方向性と就学先決定

の仕組みに関する要望書」令和 8年 7月 16日。 

 


